
法制執務・政策法務を支援する総合情報誌

一般財団法人 地方自治研究機構／編集

◆「特集」で自治体に関する近時の重要テーマが分かる！
◆「CLOSE UP 先進・ユニーク条例」で最新の特色ある条例が分かる！
◆「トピックス」で最新の法令、制度、ガイドライン等の概要及び自治体業
　務への影響が分かる！

Ａ4変型判・縦組み・本文128頁

単号定価（本体1,150円+税）
送料310円
※送料は2019年10月時点の料金です。

年間購読5,060円
(10%税込・送料込）

季 刊
年４回

デ

春号＜２月＞
夏号＜５月＞
秋号＜８月＞
冬号＜１１月＞

キ リ ト リ 線

商品に関するご照会・お申し込みは フリーコール（通話料無料） Ｗｅｂ
サイト URL：https://shop.gyosei.jp

■個人情報の取り扱いについて
【利用目的】　ご注文に関するお客様への連絡、配送、代金の請求及びメール等による商品の案内に利用させていただきます。
【第三者提供】　お預かりした個人情報の第三者への提供はありません。
【委託】　利用目的の範囲内で業務を行うために、個人情報の取扱いを委託する場合があります。
【個人情報提供の任意性】　個人情報の提供はお客様の任意となりますが、商品のお届けなどに誤りが生じないよう、正確にご記入願います。
【開示等の求めに応じる手続】　利用目的の通知、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去等をお求めの際は、次の窓口にお問い合わせください。
【個人情報相談窓口】　株式会社ぎょうせい　出版営業部　営業課　電話03-6892-6562　受付時間　平日9時～17時
【個人情報保護管理者】　情報管理担当執行役員
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TEL：0120─953─431／FAX：0120─953─495

●弊社使用欄

URL：https://shop.gyosei.jp

上記「個人情報の取り扱いについて」に同意し、下記図書を申し込みます。 　　年　　月　　日

〒136─8575　東京都江東区新木場1─18─11

お届け先
ご 住 所

〒　　　-
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府県

（フリガナ）
お 名 前

（ご担当部署名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
㊞

TEL e-mail   -　　　　　　-

お得意様No. 支払費
（ご存知の場合はご記入ください）
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□公費　　□社費　　□私費

季刊  自治体法務研究 年間購読5,060円（10％税込・送料込）

（2019.10） 　コード 7139001─00─000　法務研究

(年間購読)

年　　号～

部季刊  自治体法務研究 定価（本体1,150＋税）送料310円

(単号お申し込み )

年　　号

バックナンバーバックナンバーバックナンバー
掲載号 トピックスCLOSE UP 先進・ユニーク条例特　集

※送料は2019年10月時点の料金です。

◆「これからの移住・交流施策のあり方に
関する検討会報告書」の解説

◆第８次地方分権一括法の解説

◆国立市女性と男性及び多様な性の平等参
画を推進する条例

所有者不明土地を
めぐる課題と対策

2018 年冬号
（通巻55号）

◆「地方公共団体が保有するパーソナルデ
ータの効果的な活用のための仕組みの在
り方に関する検討会報告書」等について

◆「会計年度任用職員制度の導入等に向け
た事務処理マニュアル」改訂版の解説

◆民法の一部を改正する法律（成年年齢関
係）の解説

◆福岡県犯罪被害者等支援条例

◆浦添市里浜の保全及び活用の促進に関す
る条例

◆鳥取県防災及び危機管理に関する基本
条例

災害時の避難行動
要支援者等への支援

2019 年春号
（通巻56号）

◆水道法改正の概要

◆「新たな過疎対策に向けて～持続可能な
低密度地域社会の実現～」（総務省過疎
問題懇談会中間的整理）の解説

◆多可町一日ひと褒め条例 

◆鎌倉市公共の場所におけるマナーの向上
に関する条例

成年後見制度の
利用促進に向けて

2019 年夏号
（通巻57号）

◆「空き家対策に関する実態調査」の解説

◆建築基準法の一部を改正する法律の解説

◆「経営戦略策定支援等に関する調査研究
会報告書」の解説

◆倶知安町宿泊税条例 

◆京都市地域企業の持続的発展の推進に関
する条例 

◆徳島県消費者市民社会の構築に関する
条例

子どもの見守りと
自治体の役割

2019 年秋号
（通巻58号）
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全国の自治体の先進的な取組、条例等の事例が満載！実務に役立つ情報・知識をタイムリーにお届け

１条例の解説
●特　集
自治体を取り巻く政策法務の環
境の中から、特に関心の高いテー
マを取り上げ、条例化へのポイ
ント等を多角的に検討し、条例
制定の事例を紹介します。

●CLOSE UP 
先進・ユニーク条例
条例制定の経緯、背景、設計、
取組等を解説します。

●条例情報フォルダ
全国の条例に関する情報が満載。

２判例の解説
●重要判例に学ぶ

地方自治の知識
法制担当者が知っておきたい重
要な最高裁判例等について解説
します。

３法令等の解説
●トピックス
話題の法律等について、自治体
や議会との関わりを解説します。

４自治体法務質疑応答
●自治体法務Q&A
読者から寄せられた質問に、東
京弁護士会自治体等法務研究部
が実践的に回答します。
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特色ある最新の条例
を当該自治体職員ら
が解説

自治体への影響が大きい
法令・制度改正、ガイド
ライン等を解説

近時の重要なテーマを取り上げ、
論考、法令・制度等の解説、条例
制定の事例、取組事例などを掲載

特集特集

自治体業務に影響の大き
な通知を所管省庁の事務
官が解説。

全国市議会議長会に寄せ
られた議会運営に関する
照会を基に同会調査広報
部副部長がQ&A方式で
解説。

自治体にとって重要な判
例を自治体業務に精通し
た弁護士が解説。

自治体法務に関わる読者
からの質問に東京弁護士
会自治体等法務研究部が
回答。

自治体現場に精通した学識者
が政策立案に必要な法的知識
を実践的なテーマで解説。

訴訟を未然に防ぎ、訴訟となっ
た時も対応できるよう、自治
体内弁護士が法務知識や留意
点等を解説。


